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愛知県高浜市 社会福祉協議会 0.97 高浜市第２次地域福祉計画 小学校区に１名ずつ配置












島根県松江市 社会福祉協議会 0.55 第３次松江市地域福祉計
画・地域福祉活動計画
地域包括支援センターの圏域と一致
島根県出雲市 社会福祉協議会 0.48 小地域活動の拠点は地区（おおむね小学校区）
に設置されているコミュニティセンター
市町村合併前の市町の単位で CSWが配置
島根県隠岐の島町 社会福祉協議会 0.18 自治会区はあるが、CSWは隠岐の島全域に配置
香川県琴平町 社会福祉協議会 0.40 自治会が最も小さなマネジメント単位である
が、CSWは地区（昭和合併以前の地区、サー
ビス開発の単位）に配置




沖縄県浦添市 社会福祉協議会 0.72 中学校区
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る。もっとも，岩間・原田（2013）7）では，「地域トータ
ルケアシステムでは，『中学校区』だけを焦点化せずに，
もっと身近な町内会や自治会の圏域，小学校区の圏域，
さらには合併前の旧市町村，市全域，場合によっては近
隣市町村との広域といった圏域を想定し，地域を重層的
にとらえてシステムを構築していく」べきと指摘してい
る。ここからは，社会福祉協議会における CSWが推進
主体となって地域包括ケアシステムを構築していくため
に，圏域設定は中学校区でいいのだろうかという疑問も
浮かんでくるだろう。
　実際，野村総合研究所編（2013：54）では「中学校区
（もしくはそれに相当する範囲）に CSWを配置してい
たとしても，そのベースには，住民主体の福祉活動，地
域の福祉課題解決力があることに留意が必要」と指摘さ
れている。豊中市では，小学校区にボランティアによる
「福祉なんでも相談室」が設置され，一次窓口機能を果
たしている。出雲市では，おおむね小学校区の地区社協
単位でコミュニティセンターが設置されている。堺市
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は，校区福祉委員会等が先行して個別支援に取組んでき
ている。また，大阪府福祉部地域福祉推進室地域福祉課
編（2011：18）では，CSWの適切な配置について以下
のように述べられている。
　　 　CSWは，中学校区等市町村が適切と認める一定の
「サービス圏域」ごとに配置することが望ましい。府の
補助事業として実施していたときは，概ね中学校区に１
人の CSWを配置する「地区担当制」をとっていたが，
一人一地区担当制の場合，要援護者と地域との関係の把
握が容易で，個別支援と地域支援の両面からアプローチ
できるという長所がある反面，CSW個人の力量差によ
り地域格差が生じるおそれもある。このため，２圏域に
２人の CSWを配置するなど「複数地区複数担当制」を
導入することなども考えられる。
　　 　なお，CSWは一定の「サービス圏域」ごとに配置さ
れるが，「住民からの相談への迅速・的確な対応，小地
域ネットワーク活動等住民活動との連動」という視点を
重視すると，CSWの基礎エリアは「日常生活圏域 （小学
校区等）」になると考えられる。
　以上のことから，現状として CSWが配置されている
市町村では中学校区，地域包括支援センターのサービス
圏域に配置されているケースが多いものの，そのベース
として小地域における住民主体の福祉活動があり，住民
からの相談への迅速・的確な対応，小地域ネットワーク
活動等との連動を重視した場合には，CSWの基礎エリ
アは小学校区などの日常生活圏域が望ましいと考えられ
るのではないだろうか。
　この点をさらに考えていく上で，日本のコミュニティ
ソーシャルワーク理論にも影響を与えたイギリスのパッ
チシステム（菱沼，2004）を参照してみよう。パッチシ
ステムとは，「人口１万人から２万人規模のコミュニ
ティを基盤するサービス供給体制である。この体制は地
域を基盤とし，その地域の福祉ニーズに，包括的に対応
していこうとするものであり，ソーシャルワーカーら専
門職がひとつのチームとして組織化された」（西田，
2011：85）ものである。「従来のクライエント中心とコ
ミュニティ中心のシステムの違い」として，クライエン
ト中心はエリア（人口２万5000人から５万人）を基準
単位としているのに対し，コミュニティ中心ではパッチ
（人口5000人から１万人）を基準単位としており，原理
としてインフォーマルケア，民間の組織化，直接的な援
助を必要とする人のニードの早期発見による予防と処遇
が挙げられている（同上：85）。
　これにより，「第一に住民との強い結びつきがニーズ
の早期発見につながり，ひいては予防的なサービスが提
供できること，第二にパッチチームに自律性を付与すれ
ばニーズに柔軟に対応できること，第三に小地域の
フォーマルとインフォーマルなケアネットワークの構築
が可能となること，第四に様々な専門職が一つのチーム
となってニーズに対応できるといった長所」（同上：86）
が強調されている。
　パッチシステムにおいては，上述のとおり人口5000
人から１万人を基準単位としているが，コミュニティ
ソーシャルワークを展開していくシステムにおいてはど
うだろうか。イギリスのコミュニティソーシャルワーク
とは，「個人よりもコミュニティを，自助よりも相互扶
助を，システムへの適応よりも修正や変革を強調する，
という価値観に基づいて，人口5000人から１万人程度
の小地域を単位として，ソーシャルワーカーやソーシャ
ルワークアシスタント，在宅ケアのスタッフが緊密に協
力し合って，チーム単位でおこなう実践」（柴田，
2009：116）である。日本のコミュニティソーシャル
ワークを展開していくシステム構築において「地域担当
制と広域運営管理体制の二層構造」の必要性を提言した
菱沼（2012）によると，圏域設定においては，「住民自
身が生活する際に不便なく社会資源がある圏域という観
点と，専門職がアウトリーチによって地域のニーズを把
握し，問題解決に向けて地域住民との連携がとりやすい
圏域という観点の双方から考慮されなければなら」（同
上：40）ず，地域アセスメントや地域住民との連携に関
する実践を促進していくためには，「人口２万人未満を
参考値として地域担当制を採用し，それぞれの地域に社
会福祉士を配置していくことが有効」（同上：40）と実
証的知見も踏まえつつ指摘している。
　これらを整理すると，社会福祉協議会における CSW
が推進主体となって地域包括ケアシステムを構築してい
くためには，「人口5000人から１万人程度」，多くても
「２万人未満」を一つの圏域として，社会福祉士（＝
CSW）を配置していく必要があるのではないだろうか。
つまり，「中学校区」や「小学校区」などのような人口
の定義がない曖昧な範囲ではなく，人口5000人から１
図１　長久手市地区社協
（長久手市・長久手市社会福祉協議会編，2014：61）
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万人程度，多くても２万人未満で，「おおむね30分以内
に駆けつけられる」（地域包括ケア研究会編，2008：６）
圏域が適していると考えられる。
3‒4. 愛知県長久手市の事例から
　前節までの考察から，地域包括ケアシステムを構築し
ていくためには，社会福祉協議会における CSWが推進
主体となり，CSWを人口5000人から１万人程度，多く
ても２万人未満の圏域に配置し，CSWを地域福祉計画・
地域福祉活動計画に明確に位置づけることの必要性が明
らかになったと考えられる。愛知県長久手市と長久手市
社会福祉協議会では，以下のような枠組みに基づき
CSWを位置づけた地域包括ケアシステムの推進を目指
している（長久手市・社会福祉法人長久手市社会福祉協
議会編，2014）8）。
　地域福祉の実現を目標とする地域福祉圏域は，「小学
校区」と定め（同上：6），地域福祉圏域ごとに CSWを
配置し，CSW活動を地域福祉推進の中心と位置づける
（同上：24）。地域包括ケアシステムの構築に向けて，各
種専門相談員，相談機関と連携し，地域における相談体
制の確立を推進するために CSWの配置を促進し，CSW
を核とした地域におけるケースマネジメント体制を構築
（同上：31）する。圏域については，長久手市の小学校
区は６つあり，人口は3719人（東小学校区）から10249
人（南小学校区）（同上：9）であるため，おおむね「人
口5000人から１万人程度，多くても２万人未満」の条
件を満たしている。
　「コミュニティソーシャルワークという機能を展開で
きるシステム」（大橋，2005：13）として，「介護保険の
対象とならない虚弱な高齢者や閉じこもりがちな高齢
者，子育て相談，DV相談，若者の不登校やひきこもり，
障がい者の就労支援など，制度の狭間で困っている方を
支援する CSWを置く地区社協を設置」（同上：67）す
る。「国は，団塊世代が全員75歳を超える『2025年問題』
を見据え，医療，介護，福祉のサービスが包括的・継続
的に提供され，生活上の不安や危険に対し，概ね30分
以内に，24時間365日，サービスが提供される仕組み
『地域包括ケアシステム』の構築を目指して」（同上：
59）おり，「社協では，今後の地域包括ケアシステムを
念頭に，実際に地域福祉の重要な役割を担う組織とし
て，地域包括ケアシステムを見据えた地区社協」（同上：
59）を設置する。地区社協の具体的な形は，図１の通り
である。
　これまでみてきたように，住民を巻き込んで地域包括
ケアシステムを構築していく必要があり，とりわけサー
ビスを受ける側のマネジメントについては社会福祉協議
会の CSWが中心となって推進していくべきことが明ら
かである。地域包括ケアシステムを構築する中で，①ど
のように地域の中で問題を発見するか，②どのように
CSWを始めとした専門機関へ情報をつなぐのか，③ど
のように専門機関が介入するのか，④どのように地域で
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支え続けることができるのか，そして⑤そのような仕組
み＝地域包括ケアシステムをどのように維持していくの
かを考えていく必要があり，それを住民とともに取り組
む過程が重要となっている。
　さらに，社会福祉協議会の CSWが地域包括ケアシス
テムを構築していくに際して，実際に問題を抱えてい
る，あるいは抱えていた「当事者」を地域づくりに巻き
込んでいくことが重要な課題と考えられる。こうした
CSWを機能させる地域包括ケアシステムのあり方を踏
まえつつ，本稿（下）では，地区社協における CSWの
具体的な機能，そしてその中での面接技術のあり方を考
察し，社会福祉協議会の CSWが推進主体となる地域包
括ケアシステムの構築方法，コミュニティソーシャル
ワークの実践的方法論について検討していきたい。
付　　記
　本稿は，JSPS科研費25590128および23330227の助成を受けた
ものである。
注
１） 本稿は，１．を松宮，２．を有間，３．を加藤が分担執筆した上
で，相互に調整を行っている。
２） この点に関連して高橋（2014）は，コミュニティソーシャル
ワークとコミュニティ心理学が，両者が基盤とする基礎理論の
違いはあるものの，その誕生の背景に，①医療モデルからの脱
却，②社会変革の取り組みの必要，③ソーシャルワーク・心理
臨床への批判，④コミュニティ・ケアへの転換，⑤システム理
論・生態学的視座の導入という共通点があり，理念，対象，
サービス・プログラムで一致するものが多く，その中でも特に
「予防」的視点が重視されていることを指摘している。
３） 詳しくは本稿（下）で議論するが，森（2011）も指摘してい
るように，これまでのコミュニティワークで軽視されてきた個
別ニーズへのアセスメントについて，CSWが高度な専門性を
持って個人に対してだけアプローチしてしまうと，地域変革に
つながらず，当事者を含めた住民の主体性を奪ってしまう問題
がある。コミュニティソーシャルワークの役割として，個別支
援のプロセスを通して抽出された社会的課題を普遍化し，個人
のソーシャルサポートネットワークの構築等を図り，福祉コ
ミュニティの形成をめざすことも挙げられるため，個別支援を
する上でも，個人を社会的文脈の中に位置づけ（＝地域・家族
と一元的に見ていく），事例の普遍性をみようとする（＝脱個
別化，個人の問題を地域の問題ととらえる）視点は欠かせない
と考える。また，この点に関しては，コミュニティワークが有
する地域社会の変革を目指すラディカリズムに注意をうながす
井上（2004：13）の議論が重要である。
４） 岩間（2011）は，「地域を基盤としたソーシャルワーク」に
ついて，「ジェネラリスト・ソーシャルワークを基礎理論とし，
地域で展開する総合相談を実践概念とする，個を地域で支える
援助と個を支える地域をつくる援助を一体的に推進することを
基調とした実践理論の体系である」と定義している。「コミュ
ニティソーシャルワーク」という言葉こそ使ってはいないもの
の，地域における個別支援及び個別支援に必要なソーシャルサ
ポートネットワークの組織化を一体的に推進するという定義付
けを行っており，「地域を基盤としたソーシャルワーク」はコ
ミュニティソーシャルワークと同義とされている。
５） 本稿では財政力指数（2012年度）を加えている。総務省「全
市町村の主要財政指標」（2012年）http://www.soumu.go.jp/iken/
zaisei/H24_chiho.html，2014.11.15最終確認。なお，大阪府豊中
市については勝部（2008，2014），島根県松江市については上
野谷・杉崎・松端編著（2006）で，その詳細な内容をつかむこ
とができる。
６） 武川（2011：136‒137）は，これまでの研究が地域福祉の圏
域に対するエビデンスを欠いている点を問題視している。この
点についての理論的検討としては，山本（2011）がある。
７） 岩間・原田（2013）では，地域包括ケアシステムはそもそも
介護保険制度を前提にしており，その枠組みのなかで包括ケア
を考えていると批判をし，「地域トータルケアシステム」とい
う概念を提唱している。「地域トータルケアシステム」とは，
「高齢者のみならず児童や障害のある人，さらには生活困窮者
も含めた総合的な相談支援のこと」であり，「地域包括ケアシ
ステムは，サービス提供の側からの視点が強いが，地域トータ
ルケアシステムでは，地域住民の主体的な参加や活動を促すこ
とにより，地域の福祉力を構築していくことを大事にする。そ
のためには，地域住民の主体形成が不可欠であることから，啓
発や広報，福祉教育，ボランティア，企画や計画といった取り
組みが重視されてくる。まさに生涯学習との連携が不可欠であ
る」（岩間・原田，2013：242）。そして，「地域福祉の基盤づく
りとしては，今回制度として先行し始めた「地域包括ケアシス
テム」を核としながら，地域トータルケアシステムへと発展さ
せていく方向性が必要だと考える」としている（同上：242）。
８） 愛知県長久手市の概況，および地域福祉の展開については，
佐野・松宮（2013），松宮（2014）で論じている。
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